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資料 ５

道州制特区推進法に基づく新たな提案（骨子）に関する意見募集結果

１ 市町村意見聴取

(1)募集方法

文書により各市町村に照会

(2)意見等の募集期間

平成19年10月5日（金）～平成19年10月25日（木）

(3)意見提出市町村数：８市町

(4)主な意見

「札幌医科大学の定員自由化に関する学則変更届出先の変更」関連○

・ 北海道の地域医療の確保は深刻な問題であり、答申には賛成。

○「水道法に基づく監督権限の移譲」関連

・ 保健所を含めた水道に関する組織体制の整備や 人材育成の推進などに、

ついて、道の積極的関与が必要である。

、 、・ 権限移譲に伴う北海道の体制や事務の流れの変化 各種情報について

早めの提供をお願いする。

○その他

・ 市町村などから寄せられた今回示されていない他の項目についても可能

な限り提案されたい。

・ より多くの項目が盛り込まれることで 北海道における地方分権が一層、

推進されていくことを期待したい。

２ パブリックコメント

(1) 募集方法

「 」 （ 、道民意見提出手続に関する要綱 に定める募集方法 支庁等における配布

ホームページ、新聞による周知）による。

(2) 募集期間

平成19年10月5日（金）～平成19年11月４日（日）

(3)意見の提出者：２名（個人）

(4)主な意見

○「札幌医科大学の定員自由化に関する学則変更届出先の変更」関連

・ なぜ北海道医療が危機的状況となっているのか 人材を育成して定着、

するのか、医師が集まらない理由は何かなど更なる議論が必要。

○「ＪＡＳ法に基づく監督権限の移譲」

・ 今回の骨子は 道域業者のみについての提案であり 広域業者につい、 、

ては何も変わっていない。

・ 国からの財源移譲について、十分な移譲があるのか疑問。
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道州制特別区域基本方針の変更についての提案に対する市町村からの意見

■ 道州制特区推進法第６条第１項の規定による市町村からの意見聴取結果

支庁名 市町村名 意 見

石狩 札幌市 【水道法に基づく監督権限の移譲について】

1)平時・有事の北海道の体制整備・充実(
① 平常時

権限移譲により、北海道においては、水道及び水環境に関する全国的・専門的知見、

情報の充実などが求められるものと考える。このため、保健所を含めた水道に関する組

織体制を整備し、継続的に人材を確保するなど一層の充実を図る必要があると考える。

② 災害・事故・水質異常時等

権限移譲対象の水道事業体は規模が大きいため、万一、災害等が発生した場合には、

その被害も甚大となることが危惧される。このため、北海道においては、普段からの危

機管理対策の充実に加えて、災害・事故時における応急給水・応急復旧のほか、クリプ

トスポリジウムなど高度な検査が要求される水質検査を含め水質異常時の対応が迅速か

、 、 、つ的確になされるよう 北海道自身の体制整備に加え 北海道のリーダーシップのもと

道内事業者間等の相互的・広域的な連携強化が必要と考える。

【水道法に基づく監督権限の移譲について】

(2)水道事業体の技術力確保に向けた北海道の取組みのさらなる向上

北海道においては、各事業体への積極的な指導監督と助言により水道技術管理者をは

じめとする人材育成を推進するほか、厚生労働省や日本水道協会などの他水道関係者と

の連携を強化し研修会や技術交流の機会を設けるなど技術力の向上への積極的関与が望

まれる。

【水道法に基づく監督権限の移譲について】

(3)水道事業体の健全な水道システムと適正な事業運営確保に向けた北海道の取組み

北海道においては、各事業体の持続可能な水道事業を目指して地域水道ビジョンの策

定とその実行を促進するとともに、 を活用するなど計画的な施設診断・更新の指導・PI
助言を行うなど、効率的な水道システム再構築に向けた取組みが必要であると考える。

また、今後は、広域化、第三者委託の導入など多様な事業形態の選択肢がある中で、地

域の状況に応じた適切な運営形態確保に向けたサポートが望まれる。

【水道法に基づく監督権限の移譲について】

道州制特別区推進法に係るこの度の提案内容は、移譲対象となる水道事業体にとりま

しては、非常に重要かつ影響の大きいものと思っております。また、移譲に伴い札幌市

としても体制整備など各種の検討・対応が必要になるものと考えております。

したがいまして、北海道におかれては、権限移譲に伴う北海道の体制や事務の流れの

変化のほか、各種情報について、早目早目の情報提供を今後ともお願いいたします。

江別市 【水道法に基づく監督権限の移譲について】

国の権限を地方に移譲し、身近な機関が地域の特性に応じた迅速できめ細かな指導監

督を行っていくことは、地方分権の流れとして理解でき、また、許認可に係る申請、協

議等を東京の厚生労働省まで出向かなくとも可能となることは、道内の水道事業者とし

ては便利なことである。今後は、各水道事業者の指導監督に対応できるスタッフ等の充

実に努めていただきたい。
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支庁名 市町村名 意 見

空知 滝川市 【水道法に基づく監督権限の移譲について】

① 北海道特性に合致した水道事業の運営に関する法定の指導・監督は全国一律で行う

べきではない。

② 水道事業の運営に関する法定の指導・監督は地域の総合的課題を把握している北海

道が行うべきである。

③ 法定の指導・監督を北海道が行うことにより、水道事業の安全性の確保・効率的な

運営に関する施策の計画・調整・実現がより一層可能となる。

④ 法定の指導・監督を北海道が行うことにより、道内のすべての水道事業等に関して

迅速で機動的な対応を行うことが可能となり、道民の水道事業に関する信頼回復の一

助となる。

⑤ 水道事業の運営に関する課題が高度化・多様化の一途をたどっており、今後は身近

な広域自治体である北海道による助言・調整等が求められる。そこで、法定の指導・

監督についても日常的に北海道が実施し、それらの情報収集を行うべきである。

留萌 小平町 【札幌医科大学の定員自由化に関する学則変更届出先の知事への変更などについて】

地域医療確保のための提案は、地域医療の現状について理解してもらう必要がある。

また、広域化・集約化についても地域と更なる協議を経て、真に実現可能な政策展開を

目指すべきである。

宗谷 稚内市 【札幌医科大学の定員自由化に関する学則変更届出先の知事への変更などについて】

今回示された地域医療や食の安全などの項目については、私たちの生活に密接に関係

する問題であることから、国へ提案されることには賛成ですが、市町村などから寄せら

れた今回示されていない他の項目についても、可能な限り提案されるよう要望します。

網走 網走市 【札幌医科大学の定員自由化に関する学則変更届出先の知事への変更などについて】

北海道の地域医療の確保は、深刻な課題であり、検討委員会の答申１、２、３には賛

成である。

胆振 室蘭市 【水道法に基づく監督権限の移譲について】

① 今回新たに提案される、水道法に基づく監督権限の移譲によって、申請者との協議

がスムーズになり、短時間での認可が可能になると考えられ、早期の実施を要望しま

す。

② 今後、更なる権限移譲提案にあたっては、どのように北海道の生活向上や地域活性

化に寄与するのかをより具体的に示し、議論を進め、さらに多くの項目が盛り込まれ

ることで北海道における地方分権が一層推進されていくことを期待したい。

十勝 豊頃町 【札幌医科大学の定員自由化に関する学則変更届出先の知事への変更について】

① 国立大の定員が削減され、相対的に北海道内における学生の定員が減ることがない

よう実効性のあるものにしていただきたい。

② また、医師養成数の底上げが道内の医師の地域偏在改善に繋がることを強く望みま

す。

合 計 8市町 その他１７２市町村は「意見なし」
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道州制特区推進法に基づく国への新たな提案（骨子）についてのパブリックコメント募集結果

提案項目「札幌医科大学の定員自由化に関する学則変更届出先の知事への変更」関連

○ 地域医療の確保は重要だが、学則届出先の変更の提案をするのであれば、なぜ北海

道医療が危機的状況となっているのか、人材を育成して定着するのか、医師が集まらない

理由は何かなど更なる議論が必要。

北海道に東京から医師が集まる環境を整備するための権限移譲を求めるべき。

北海道内での医療格差について北海道はどのような対応をとっているのか。

提案項目「ＪＡＳ法に基づく監督権限の移譲」関連

○ 今回の骨子では、道域業者のみについて道に権限移譲を求めており、ミートホープ社事

件のように本社が苫小牧にあり営業所が東京にある場合（広域業者）については、従来と

何も変わっておらず、消費者から見て、道州制特区法を活用して知事が一貫して責任を

持って食の安全・安心を担保するのだという気概があまり窺えないように感じる。

○ 参考資料で「国において、現に実施している道域業者に係る申出受理から指示・措置命

令までに至る経費（事務費・人件費）について、交付金として財源移譲を求める。」となって

いるが、道域業者に係る指示については、ＪＡＳ法施行令第11条第１項第１号により、現に

道の権限となっているため、理論上国からの経費の移譲はありえず、また、措置命令につ

いてはＪＡＳ法第19条の14第３項により、指示に係る措置をとらなかった際の命令であるた

め、現在まで国において実績がないはず。

従って、果たして十分な財源移譲があり得るのか、かなり疑問。
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